
計画相談支援給付費算定イメージ（2021年度以降）

基
本
報
酬

機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)　1,846単位／月
機能強化型サービス利用支援費(Ⅱ)　1,764単位／月
機能強化型サービス利用支援費(Ⅲ)　1,672単位／月
機能強化型サービス利用支援費(Ⅳ)　1,622単位／月
サービス利用支援費(Ⅰ)　　　　　　1,522単位／月
サービス利用支援費(Ⅱ)　　　　　　　732単位／月

機能強化型継続利用サービス利用支援費(Ⅰ)　1,613単位／月
機能強化型継続利用サービス利用支援費(Ⅱ)　1,513単位／月
機能強化型継続利用サービス利用支援費(Ⅲ)　1,410単位／月
機能強化型継続利用サービス利用支援費(Ⅳ)　1,360単位／月
継続サービス利用支援費(Ⅰ)　　　　　　　　1,260単位／月
継続サービス利用支援費(Ⅱ)　　　　　　　　　606単位／月

（基本報酬算定なし）

医療・保育・教育機関等連携加算　　100単位／月
居宅介護支援事業所等連携加算（情報提供以外）

300単位／月

退院・退所加算（3回を限度）　　200単位／月
居宅介護支援事業所等連携加算（情報提供のみ）

100単位／月

初回加算　　300単位／月 サービス担当者会議実施加算　　100単位／月 集中支援加算　　３00単位／月

　　　事前に市町村に届け出が必要

※状況により基本報酬が減算となる場合や、併給不可の組合せがあります。

資料3-1

ピアサポート体制加算　　100単位／月

サービス提供時モニタリング加算　　100単位／月

加
　
算

行動障害支援体制加算　　35単位／月

要医療児者支援体制加算　　35単位／月

精神障害者支援体制加算　　35単位／月

主任相談支援専門員配置加算　　100単位／月

入院時情報連携加算(Ⅰ)　　200単位／月
入院時情報連携加算(Ⅱ)　　100単位／月

利用者負担上限額管理加算（月1回を限度）　　150単位／月



計画相談支援の加算一覧

サービス
利用支援

継続サービス
利用支援

基本報酬の
算定がない場合

1 利用者負担上
限額管理加算

指定特定相談支援事業者が利用者負担額合計額の
管理を行った場合

150単位／月 負担額が負担上限額を実際に超えているか否かは算定の条件としない。 ○ ○ ○

2 初回加算 新規にサービス等利用計画を作成する利用者に対
して、サービス利用支援を行った場合等

300単位／月 ●次のいずれかに該当する必要がある。
 (1) 新規にサービス等利用計画を作成する場合
 (2) サービス等利用計画を作成する月の前6月間において、障害福祉サービス又は
地域相談支援を利用していない者に対してサービス等利用計画を作成する場合
●障害児相談支援を利用していた障害児が、初めて計画相談支援を利用する場合
も算定可。
●退院・退所加算及び医療・保育・教育機関等連携加算との併給不可。

○ × ×

3 主任相談支援
専門員配置加
算

常勤専従の主任相談支援専門員を１名以上配置
し、当該指定特定相談支援事業所等の従業者に対
し、その資質の向上のための研修を実施した場合

100単位／月 「研修を実施した場合」とは、次に掲げるいずれの要件も満たす体制が整備され
ていなければならない。
ア　利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を
目的とした会議の開催
イ　新規に採用した全ての相談支援専門員に対する主任相談支援専門員の同行に
よる研修の実施
ウ　当該相談支援事業所の全ての相談支援専門員に対して、地域づくり、人材育
成、困難事例への対応などサービスの総合的かつ適切な利用支援等の援助技術の
向上等を目的として主任相談支援専門員が行う指導、助言
エ　基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等への主任相談支援専門員の
参加

研修を修了した主任相談支援専門員を配置し
ている旨を市町村へ届け出るとともに、体制
が整備されている旨を事業所に掲示するとと
もに、公表する必要がある。

〇 〇 ×

入院時情報連
携加算(Ⅰ)

利用者が病院又は診療所に入院するに当たり、当
該病院等の職員に対して、当該利用者に関する必
要な情報を提供した場合（当該病院等を訪問して
情報提供した場合）

200単位／月

入院時情報連
携加算(Ⅱ)

同上（当該病院等への訪問以外の方法で情報提供
した場合）

100単位／月

5 退院・退所加
算

病院、診療所又は障害者支援施設等へ入院・入所
していた利用者が退院・退所し、障害福祉サービ
ス又は地域相談支援を利用する場合において、当
該施設等の職員と面談を行い、当該利用者に関す
る必要な情報を得た上で、サービス等利用計画を
作成し、障害福祉サービス等の利用に関する調整
を行い、当該利用者が障害福祉サービス等の支給
決定を受けた場合

200単位／回 ●利用者1人につき、入院・入所中に3回まで算定可（サービス利用支援費を算定
する月のみ）。ただし、初回加算及び医療・保育・教育機関等連携加算（当該退
院等施設のみとの連携の場合）との併給不可。
●「必要な情報」とは、利用者の心身の状況（例えば、障害の程度や特性、疾
患・病歴の有無等）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴等）、日常生活にお
ける本人の支援の有無やその具体的状況及びサービスの利用状況、入院、入所等
の期間中の利用者に係る心身の状況の変化並びに退院、退所に当たって特に配慮
等すべき事項の有無及びその内容をいう。
●対象施設は、障害者支援施設、のぞみの園、乳児院、母子生活支援施設、児童
養護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、救護施設、
更生施設、病院、診療所、刑事収容施設、刑事施設、少年院、更生保護施設、保
護観察所に設置若しくは併設された宿泊施設等。

情報提供を受けた場合には、相手や面談日
時、その内容の要旨及びサービス等利用計画
に反映されるべき内容に関する記録を作成
し、5年間保存すること。ただし、作成した
サービス等利用計画等において、当該記録す
べき内容が明確にされている場合は、別途記
録の作成を行う必要はない。

○ × ×

6 居宅介護支援
事業所等連携
加算

これまで障害福祉サービス等を利用していた利用
者が、介護保険サービスを利用する場合におい
て、当該利用者を担当している相談支援専門員
が、指定居宅介護支援事業所又は指定介護予防支
援事業所に出向く等により、居宅サービス計画等
の作成に協力した場合

100単位～
／月

※支援内容に
より報酬が変

動

●利用者1人につき、1月に1回まで算定可（基本報酬を算定しない月でも算定
可）。
●「作成に協力を行った場合」とは、指定居宅介護支援事業所等の介護支援専門
員が実施するアセスメントに同行することや、当該利用者に関する直近のサービ
ス等利用計画やモニタリング結果等を情報提供した上で、利用者の心身の状況、
生活環境及びサービスの利用状況等を介護支援専門員に対して説明を行った場合
等をいう。
●この加算を算定した利用者に係る居宅サービス計画等の作成を行った指定居宅
介護支援事業所等において、６月以内に再度同一の利用者に関してこの加算を算
定することはできない。
●この加算は、利用者が指定居宅介護支援又は指定介護予防支援の利用を開始す
る場合にのみ算定できる。

情報提供を行った日時、場所（アセスメント
に同行した場合）、内容、提供手段（面談、
FAX等）等について記録を作成し、5年間保
存すること。なお、情報提供の方法として
は、サービス等利用計画等の活用が考えられ
る。

○ ○ ○

7 医療・保育・
教育機関等連
携加算

サービス利用支援の実施時において、障害福祉
サービス等以外の医療機関、保育機関、教育機関
等の職員と面談を行い、必要な情報提供を受けた
上で、サービス等利用計画を作成した場合

100単位／月 ●利用者1人につき、1月に1回まで算定可。ただし、初回加算又は退院・退所加
算を算定し、かつ、退院又は退所する施設の職員のみから情報の提供を受けてい
る場合は算定することができない。
●次のいずれも満たす必要がある。
 (1) 利用者が利用する病院、企業、保育所、幼稚園、小学校、特別支援学校等の
関係機関との日常的な連絡体制を構築するとともに、利用者の状態や支援方法の
共有を行うことを目的に実施するものであることから、面談を実施することに限
らず、関係機関との日常的な連絡調整に努めること。
 (2) 連絡先と面談するに当たっては、当該利用者やその家族等も出席するよう努
めること。

情報提供を受けた場合には、相手や面談日
時、その内容の要旨及びサービス等利用計画
に反映されるべき内容に関する記録を作成
し、5年間保存すること。ただし、作成した
サービス等利用計画等において、当該記録す
べき内容が明確にされている場合は、別途記
録の作成を行う必要はない。

○ × ×

資料3-2

基本報酬との併給可否

4 ●利用者1人につき、1月に1回まで算定可（基本報酬を算定しない月でも算定
可）。ただし、ⅠとⅡを同時に算定することはできない。
●「必要な情報」とは、利用者の心身の状況（例えば、障害の程度や特性、疾
患・病歴の有無等）、生活環境（例えば、家族構成、生活歴等）、日常生活にお
ける本人の支援の有無やその具体的状況及びサービスの利用状況をいう。

情報提供を行った日時、場所（病院等へ出向
いた場合）、内容、提供手段（面談、FAX
等）等について記録を作成し、5年間保存す
ること。なお、情報提供の方法としては、
サービス等利用計画等の活用が考えられる。

○ ○ ○

加算名 算定要件 単位数 留意事項 手続き



サービス
利用支援

継続サービス
利用支援

基本報酬の
算定がない場合

基本報酬との併給可否
加算名 算定要件 単位数 留意事項 手続き

8 集中支援加算 障害福祉サービス利用者に関して、利用者等の求
めに応じ、利用者の居宅等を訪問し、利用者及び
家族との面接を月に２回以上実施した場合。
利用者本人及び障害福祉サービス事業者等が参加
するサービス担当者会議を開催した場合。
障害福祉サービスの利用に関連して、病院、企
業、保育所特別支援学校又は地方自治体等からの
求めに応じ、当該機関の主催する会議へ参加した
場合。

300単位／月 ●利用者1人につき、1月に1回まで算定可。
当該加算は計画決定月及びモニタリング対象月以外の業務について、算定可能。
●なお、福祉サービス等を提供する機関等からの求めに応じた会議参加について
は、居宅介護支援事業所等連携加算における会議参加と会議の趣旨、つなぎ先等
が同様で、居宅介護支援事業所等連携加算を算定する場合、本加算は算定できな
い。
また、指定サービス利用支援費、指定継続サービス利用支援費、入院時情報連携
加算、退院・退所加算を算定している場合、当該加算は算定できない。

当該可算については、サービス担当者会議の
出席者や開催日時、検討した内容の要旨及び
それを踏まえた対応方針に関する記録を作成
し、５
年間保存するとともに、市町村長等から求め
があった場合については、提出しなければな
らない。

× × ○

9 サービス担当
者会議実施加
算

継続サービス利用支援の実施時において、利用者
の居宅等を訪問し面接することに加えて、福祉
サービス等の担当者を招集してサービス担当者会
議を開催し、サービス等利用計画の実施状況につ
いて説明するとともに、担当者から専門的な見地
からの意見を求め、サービス等利用計画の変更そ
の他必要な便宜の提供について検討を行った場合

100単位／月 ●利用者1人につき、1月に1回まで算定可。ただし、サービス担当者会議におい
て検討した結果、サービス等利用計画の変更を行った場合は、サービス利用支援
費を算定することとなるため、この加算は算定できない。
●サービス担当者会議は、サービス利用支援時に開催したサービス担当者会議と
同様の担当者が全員参加することが望ましいが、検討を行うにあたり必要な者が
参加していれば、担当者全員の参加は要しない。ただし、会議開催を調整したが
全員参加せず、メール等による担当者への報告のみ実施である場合は、算定不
可。
●モニタリング時に開催したサービス担当者会議の結果、サービス等利用計画を
変更することとなった場合は、その際に検討した変更案から変更がない又は軽微
な変更のみであれば、その旨を関係者に報告する等によって、サービス担当者会
議の開催について簡素化することは差し支えない。

サービス担当者会議の出席者や開催日時、検
討した内容の要旨及びそれを踏まえた対応方
針に関する記録を作成し、５年間保存する。

× ○ ×

10 サービス提供
時モニタリン
グ加算

継続サービス利用支援の実施時又はそれ以外の機
会において、障害福祉サービスを提供する事業所
又は当該障害福祉サービス等の提供場所を訪問
し、サービス提供場面を直接確認することによ
り、サービスの提供状況について詳細に把握し、
確認結果の記録を作成した場合

100単位／月 ●利用者1人につき、1月に1回まで算定可。
●1人の相談支援専門員が1月に請求できるこの加算の件数は39件を限度とし、
当該利用者が利用する障害福祉サービス事業所等の業務と兼務している場合で
あって、かつ当該事業所におけるサービス提供場面のみを確認した場合は、加算
は算定できない。
●同一の障害福祉サービス事業所等を複数の利用者が利用している場合、同時に
複数の利用者のモニタリングを実施しても差し支えない。その場合、利用者ごと
に下記の事項を確認し、記録を作成すること。
●サービス提供時のモニタリングを実施するにあたっては次のような事項を確
認・記録する。
 (1) 障害福祉サービス等の事業所等におけるサービスの提供状況
 (2) サービス提供時の計画相談支援対象障害者等の状況
 (3) その他必要な事項

サービス提供時のモニタリングにおいて確認
した事項（左記参照）の記録を作成し、5年
間保存すること。

○ ○ ○

11 行動障害支援
体制加算

○強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修
了した常勤の相談支援専門員を1名以上配置し、
その旨を公表している場合

 35単位／月 ●強度行動障害を有する者から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に
対応できないことを理由にサービスの提供を拒むことは認められない。
●加算の届出をしていれば、事業所の全ての相談支援専門員（研修未修了の者を
含む）が実施する計画相談支援で算定が可能。
●当該月に強度行動障害の利用者がおらず、支援を行わなかった場合でも算定は
可能。
●体制加算であるため、基本報酬にのみ加算される。

この加算を算定する場合は、研修を修了した
相談支援専門員を配置している旨を市町村へ
届け出るとともに、体制が整備されている旨
を事業所に掲示し、公表する必要がある。

○ ○ ×

12 要医療児者支
援体制加算

地域生活支援事業として行われる医療的ケア児等
コーディネーター養成研修その他これに準ずるも
のとして都道府県知事が認めた研修を修了した常
勤の相談支援専門員を1名以上配置し、その旨を
公表している場合

 35単位／月 ●医療的ケア児等から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に対応でき
ないことを理由にサービスの提供を拒むことは認められない。
●加算の届出をしていれば、事業所の全ての相談支援専門員（研修未修了の者を
含む）が実施する計画相談支援で算定が可能。
●当該月に医療的ケア児等に該当する利用者がおらず、支援を行わなかった場合
でも算定は可能。
●体制加算であるため、基本報酬にのみ加算される。

同上 ○ ○ ×

13 精神障害者支
援体制加算

地域生活支援事業による精神障害者の障害特性お
よびこれに応じた支援技法等に関する研修又は精
神障害者の地域移行関係職員に対する研修その他
これに準ずるものとして都道県知事が認めた研修
を修了した常勤の相談支援専門員を配置し、その
旨を公表している場合

 35単位／月 ●精神障害者等から利用申込みがあった場合に、利用者の障害特性に対応できな
いことを理由にサービスの提供を拒むことは認められない。
●加算の届出をしていれば、事業所の全ての相談支援専門員（研修未修了の者を
含む）が実施する計画相談支援で算定が可能。
●当該月に精神障害者等に該当する利用者がおらず、支援を行わなかった場合で
も算定は可能。
●体制加算であるため、基本報酬にのみ加算される。

同上 ○ ○ ×

※この他、ピアサポート体制加算、地域生活支援拠点等相談強化加算及び地域体制強化共同支援加算がある。
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